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２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 
【大目標】 
・ 多様性や卓越性を持った「知」を創出し続ける、世界最高水準の研究力を取り戻す

【現状データ】（参考指標） 
・ 国際的に注目される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参画割合：283領域、31%（2015年～2020

年）100

・ 特許に引用される論文数：パテントファミリーに引用されている論文数 74,203 本 101 102

・ 日本の被引用数Top10％補正論文数、総論文数に占める割合：7,239本、8.0%（整数カウント、2019年～
2021年の３年移動平均）103

（１） 多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築
【あるべき姿とその実現に向けた方向性】 
知のフロンティアを開拓する多様で卓越した研究成果を生み出すため、研究者が、一人ひとりに内在する

多様性に富む問題意識に基づき、その能力をいかんなく発揮し、課題解決へのあくなき挑戦を続けられる環
境の実現を目指す。 
このためには、まず優秀な若者が、将来の活躍の展望を描ける状況の下で、「知」の担い手として、博士

後期課程に進学するというキャリアパスを充実させる。具体的には、優秀な若手研究者が、時代の要請に応
じた「知」のグローバルリーダーとして誇りを持ち、研究に打ち込む時間を十分に確保しながら、自らの人
生を賭けるに値する価値を見出し、独立した研究者となるための挑戦に踏み出せるキャリアシステムを再
構築する。将来的には、希望する全ての優秀な博士人材が、アカデミア、産業界、行政等の様々な分野にお
いて正規の職を得て、リーダーとして活躍する展望が描ける環境を整備する。 
この実現に向けては、アカデミアと産業界の双方の努力が求められる。すなわち、産業界は、課題を自ら

設定しその解決を達成する、高度な問題解決能力を身に付けた博士人材が、その能力が発揮できる環境があ
れば、産業界等においても、イノベーションの創出に向け、やりがいを持って活躍できるということを認識
することが必要である。同時に、アカデミアは大学院教育改革を推進し、社会に対して、Society 5.0 を支え
るにふさわしい博士人材を輩出していくことに責任を持ち、社会から信頼を持って迎えられるようにする
必要がある。その際、博士後期課程学生を安価な研究労働力とみなすような慣習が刷新され、「研究者」と
しても適切に扱うとともに、次代の社会を牽引する人材として育成する。あわせて、博士課程修了後の社会
的活躍が担当教員の社会的な評価となる環境を実現していく。こうした環境の下で、優秀な学生・若者が、
博士の道を選択し、アカデミアと産業界双方の人材の厚みと卓越性の向上を図る。 
また、研究の卓越性を高めるため、厚みのある基礎研究・学術研究の振興とともに、多様な「知」の活発

な交流が必要である。個々の研究者が、腰を据えて研究に取り組む時間が確保され、自らの専門分野に閉じ
こもることなく、多様な主体と知的交流を図り、刺激を受けることにより、卓越性が高く独創的な研究成果
を創出する環境の実現を目指す。 

100 文部科学省科学技術・学術政策研究所「サイエンスマップ2020」（2023年３月） 
101 文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」（2023年８月） 
102 パテントファミリーに引用されている論文におけるシェア：6.1%、日本の論文数に占めるパテントファミリーに引用されている論文数の
割合：3.2%（出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」（2023年８月）） 
103 文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」（2023年８月） 
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このため、多くの研究者が、海外の異なる研究文化・環境の下で研さん・経験を積めるようにし、研究者
としてのキャリアのステップアップと、海外研究者との国際研究ネットワークの構築を図る。あわせて、世
界中から意欲ある優秀な研究者を引き付ける魅力的な研究拠点を形成し、トップレベルの研究者をオンラ
インを含めて迎え入れる。これらのネットワークを活用した国際共同研究を推進することにより、互いに刺
激し合い、これまでにない新たな発想が次々と生まれる環境を整備する。 
さらに、研究のダイバーシティの確保やジェンダード・イノベーション 104 創出に向け、指導的立場も含

め女性研究者の更なる活躍を進めるとともに、自然科学系の博士後期課程への女性の進学率が低い状況を
打破することで、我が国における潜在的な知の担い手を増やしていく。 
また、「知」の創出に向けた取組の中核となる基礎研究・学術研究を強力に推進する。その際、研究者へ

の切れ目ない支援を実現するなど、知の創出と活用を最大化するための競争的研究費改革を進める。 
また、新しい価値観や社会の在り方を探究・提示することなどを目指す人文・社会科学について、総合的・

計画的に振興するとともに、自然科学の知と連携・協働を促進し、分野の垣根を超えた「総合知」の創出を
進める。我が国のアカデミアの総体が、分野の壁を乗り越えるとともに、社会の課題に向き合い、グローバ
ルにも切磋琢磨しながら、より卓越した知を創出し続けていく。 

 
【目標】 
・ 優秀な若者が、アカデミア、産業界、行政など様々な分野において活躍できる展望が描ける環境の中、

経済的な心配をすることなく、自らの人生を賭けるに値するとして、誇りを持ち博士後期課程に進学
し、挑戦に踏み出す。 

・ 基礎研究・学術研究から多様で卓越した研究成果の創出と蓄積が進むとともに、これを可能とする研究
者に対する切れ目ない支援が実現する。 

・ ダイバーシティが確保された環境の下、個々の研究者が、腰を据えて研究に取り組む時間が確保され、
自らの専門分野に閉じこもることなく、多様な主体と活発な知的交流を図り、海外研さん・海外経験の
機会も通じて、刺激を受けることにより、創発的な研究が進み、より卓越性の高い研究成果が創出され
る。 

・ 人文・社会科学の厚みのある研究が進み、多様な知が創出されるとともに、国内外や地域の抱える複雑
化する諸問題の解決に向けて、自然科学の知と融合した「総合知」を創出・活用することが定着する。 

 
【科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数値目標】（主要指標） 
・ 生活費相当額程度を受給する博士後期課程学生：優秀な博士後期課程学生の処遇向上に向けて、2025

年度までに、生活費相当額を受給する博士後期課程学生を従来の 3 倍に増加 105（修士課程からの進学
者数の約７割に相当）。また、将来的に、希望する優秀な博士後期課程学生全てが生活費相当額を受給。 

 
104 科学や技術に性差の視点を取り込むことによって創出されるイノベーション。 
105 2019 年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究」（2020 年 3 月）によれば、2018 年度実
績値は博士後期課程在籍学生の 10.1%。上記の数値目標の実現は、博士後期課程学生全体の約３割が生活費相当額を受給することに相当。本計
画において、博士後期課程学生が受給する生活費相当額は年間 180 万円以上としている。ただし、大学ファンドの運用益の活用やそれに先駆け
た博士後期課程学生への支援を強化する取組のほか、競争的研究費等からのリサーチアシスタント（ＲＡ）経費の支出などにより、日本学術振
興会特別研究員(ＤＣ)並みの年間 240 万円程度の受給者を大幅に拡充するとともに、我が国の博士後期課程を世界水準のものとし、優秀な学生
を海外からも引き付ける観点から、生活費相当額の見直しや、世界水準の待遇を可能とする仕組みについて検討する。 
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・ 産業界による理工系博士号取得者の採用者数：年当たりの採用者数について、2025 年度までに約 1,000
名増加（2018 年実績値は、理工系博士号取得者 4,570 人中 1,151 人 106）。 

・ 40 歳未満の大学本務教員の数：我が国の研究力強化の観点から、基本計画期間中に１割増加 107し、将
来的に、大学本務教員に占める 40 歳未満の教員の割合が３割以上になることを目指す。 

・ 研究大学（卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社会実
装を機能強化の中核とする「重点支援③」の国立大学）における、35～39 歳の大学本務教員数に占め
るテニュア教員及びテニュアトラック教員の割合 108：基本計画期間中に、2019 年における割合の１割
増以上 109 

・ 大学における女性研究者の新規採用割合：2025 年度までに、理学系 20％、工学系 15％、農学系 30％、
医学・歯学・薬学系合わせて 30％、人文科学系 45％、社会科学系 30％ 

・ 大学教員のうち、教授等（学長、副学長、教授）に占める女性割合 110：早期に 20％、2025 年度までに
23％（2020 年度時点、17.7％111） 

・ 大学等教員の職務に占める学内事務等の割合：2025 年度までに半減（2017 年度時点、18％112） 
 

【現状データ】（参考指標） 
・ 総論文数に占める被引用数Top10％補正論文数の割合：8.0%（2019年～2021年）113 
・ 総論文数及びその国際シェア：90,681本、4.8%（2019年～2021年（３年平均））114 
・ 国際的に注目される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参画割合（再掲）：283領域、31%（2015

年～2020年）115 
・ 人口当たりの博士号取得者数：人口100万人当たり123人（2020年度）116 
・ 若手研究者（40歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割合：40,060人、21％（2023年度）117 

 
106 2019 年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（2020 年３月 株式会
社リベルタス・コンサルティング）より算出。 
107 文部科学省「2019 年度学校教員統計調査」によれば、2019 年度における 40 歳未満の大学本務教員の数は 41,072 人、大学本務教員に占め
る 40 歳未満の教員の割合は 22.1％。 
108 各大学や分野ごとに研究者の置かれた状況や当該割合がそれぞれ異なっていることに留意が必要であり、各大学において、それぞれの状況
を踏まえ目標の達成を目指していくことが重要である。特に保健分野は医・歯学系の大学院において医療職の社会人院生などが在学しており、
修了年齢が高くなる傾向がある。また、附属病院等に所属する医師や歯科医師などの医療職の教員が含まれており、当該教員は診療業務や病院
運営等において、大学部局と病院内を異動したり、連携する病院・診療所等へ派遣されたりするなど流動性が高い。これらのために「任期付き」
で運用されているケースが多い点等を考慮する必要がある。 
このほか、研究者によっては出産や育児等による研究中断期間があることに配慮し、目標の達成を目指していくことが重要である。 
109 文部科学省の調査によれば、2019 年度における重点支援③の国立大学における 35～39 歳の大学本務教員数に占めるテニュア教員及びテニ
ュアトラック教員の割合は 44.8%。当該割合の１割増は、全体としては 49.3%に相当する。 
110 分野別・職階別に目標を設定することについては、各大学や研究科が分野や機関の特性に応じ、戦略的に目標を設定・公開・検証していく
ことが求められる。 
111 文部科学省「2020 年度学校基本調査」より算出。 
112 文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」 
113 整数カウントにより算出。2019年～2021年の総論文数に占める被引用数Top10%補正論文数の割合。文部科学省科学技術・学術政策研究所
「科学技術指標2023」（2023年８月）を基に算出。 
114 整数カウントにより算出。文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」（2023年８月）を基に算出。 
115 文部科学省科学技術・学術政策研究所「サイエンスマップ2020」（2023年3月） 
116 文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」（2023年８月） 
117 2022年度学校教員統計調査より算出。 
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・ 民間企業を含めた全研究者に占める女性研究者の割合：18.3％（2023年度）118 
・ 大学本務教員に占める女性研究者の割合：27.2％（2023年度）119 
・ 博士後期課程在籍者に占める女性の割合（分野別）：理学系21％、工学系20％、農学系37％、医・歯・薬

学系合わせて32％、人文科学系53％、社会科学系38％（2023年度）120 
 

① 博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 

○博士後期課程学生の処遇向上とキャ
リアパスの拡大に関しては、様々な支
援を必要とする学生の分析・フォロー
アップを継続的に進めるとともに、産
業界の協力も得ながら、様々な政策資
源を総動員して一体的に取り組む。特
別研究員（ＤＣ）制度の充実、日本学
生支援機構奨学金（業績優秀者返還免
除）や各大学の大学院生に対する授業
料減免による継続的な支援、大学ファ
ンドの運用益の活用やそれに先駆け
た博士後期課程学生への支援を強化
する取組などを進める。あわせて、競
争的研究費や共同研究費からの博士
後期課程学生に対するリサーチアシ
スタント（ＲＡ）としての適切な水準
での給与支給を推進すべく、各事業及
び大学等において、ＲＡ等の雇用・謝
金に係るＲＡ経費の支出のルールを
策定し、2021 年度から順次実施する。
【科技、文、関係府省】 

・「博士（後期）課程学生の経済的支援状
況に関する調査研究」を 2023 年３月
に取りまとめ、公表した。 

・大学ファンドについて、2023 年３月
末に運用元本が 10 兆円規模に到達。
ＪＳＴにおいて長期的な観点から適
切なリスク管理を行いつつ効率的に
大学ファンドを運用中。 

・2021 年度から抜本的に拡充した博士
課程学生支援について、2023 年度に
既存施策とあわせて約 18,400 人規模
の生活費相当額の支援を実施。 

・「博士人材の社会における活躍促進に
向けたタスクフォース」を開催、「博
士人材活躍プラン～博士をとろう～」
を取りまとめた。 

 
 
 
 
 
 
 
・ＲＡ経費の支給状況の把握と適正支
給への対応を促進。 

・博士課程学生支援事業の採択機関に
おける将来的な独自支援の見通し把
握と必要に応じた取組を促進。 

・優れた研究成果を上げ、更なる進展が
期待される者に、特別手当（年額 36 万
円）を付与。 

・引き続き、博士後期課程学生の経済状
況の把握等に向けた調査を定期的に
実施予定。【文】 

・リスク管理を徹底するなど、ＪＳＴに
おいて引き続き適切に大学ファンド
を運用する。【科技、文】 

 
 
・基本計画の博士課程学生支援の目標
人数を達成しつつ、一部を大学ファン
ド運用益による支援に着実に移行さ
せる。【科技、文】 

・博士人材と民間企業との接続にあた
って民間企業、大学等が取り組むこと
が奨励されるような内容について、ガ
イドライン・手引き（仮）としてまと
めるために、両省合同での検討会を開
催。【文、経】 

・「博士人材活躍プラン～博士をとろう
～」に基づき、社会における博士人材
の多様なキャリアパスの構築、大学院
改革と学生等への支援、博士人材の魅
力の発信等に取り組む。【文】 

・ＲＡ経費の支給状況の把握と適正支
給への対応を促進する。【文】 

・採択機関における将来的な独自支援
の見通しの把握と必要に応じた更な
る取組を促進する。【文】 

・ＤＣ採択者への支援の拡充を検討。
【文】 

〇大学が戦略的に確保する優秀な博士
後期課程学生に対し、在学中の生活か
ら修了後のポストの獲得まで両方を
一体的に支援する、大学フェローシッ
プ創設事業を 2021 年度に開始し、所
属機関を通じた経済的支援を促進す
る。【文】 

・2023 年度は「科学技術イノベーショ
ン創出に向けた大学フェローシップ
創設事業」と「次世代研究者挑戦的研
究プログラム（ＳＰＲＩＮＧ）」を一体
的に運用し、合計で約 9,000 人の博士
後期課程学生に対して支援を実施。 

・2024 年度は「次世代研究者挑戦的研
究プログラム（ＳＰＲＩＮＧ）」によっ
て、約 10,800 人の博士後期課程学生
を支援する。【文】 

・2024 年度以降、一部支援については
大学ファンドの運用益による支援に
着実に移行させる。【文】 

 
118 総務省「2023年科学技術研究調査結果」（2023年12月） 
119 文部科学省「2023年度学校基本調査」より算出。 
120 文部科学省「2023年度学校基本調査」より算出。 
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〇博士の学位審査の透明性・公平性を確
保するとともに、博士後期課程学生の
修了後のポストや社会的活躍の結果
等が大学や担当教員評価としても活
用されるような方策を「大学支援フォ
ーラムＰＥＡＫＳ 121」等の場で検討
し、指導教員は博士後期課程学生を次
世代の研究者等として育成していく
ことが責務であり、それが自身の評価
に還元されるという抜本的な意識改
革を促す。【科技、文】 

・博士後期課程学生の修了後のポスト
や社会的活躍等について、大学支援フ
ォーラムＰＥＡＫＳに新たに「産学人
材流動 WG」を設置して議論を行っ
た。 

・大学支援フォーラムＰＥＡＫＳに設
置するＷＧ等において実現方策につ
いて検討し、ＰＥＡＫＳ全体会合等を
通じて参画大学への周知を図る。【科
技、文】 

〇産業界と大学が連携して大学院教育
を行い、博士後期課程において研究力
に裏打ちされた実践力を養成する長
期有給インターンシップを 2021 年度
より実施するとともに、産学連携活動
への参画を促進し、博士後期課程在学
中に産業界での多様な活躍の可能性
について模索する機会を増加させる。
あわせて、企業と大学による優秀な若
手研究者の発掘（マッチング）の仕組
みを創設し、博士号取得者の企業での
採用等を促進することで、産業界等で
の博士の活躍のキャリアパスを拡大
していく。【文、経】 

・ジョブ型研究インターンシップ推進
協議会に、2024年３月 31日時点で 84
大学と 59 企業が参加。 

・「博士人材の社会における活躍促進に
向けたタスクフォース」を開催、「博士
人材活躍プラン～博士をとろう～」を
取りまとめ。「博士人材の産業界への
入職経路の多様化に関する勉強会」
で、博士人材と民間企業との接続に係
る課題の抽出と取り組むべき方向性
の論点等を整理。 

・「官民による若手研究者発掘支援事
業」で 38 件を新規採択。スタートア
ップ課題解決型においては 29 件を採
択、若手研究者とスタートアップとの
共同研究を支援。 

・2023 年度税制改正を踏まえた研究開
発税制の内容について公表。 

・「卓越研究員事業」において、優れた若
手研究者及び研究機関を支援。 

・引き続き、ジョブ型研究インターンシ
ップに参加する学生の増加に向けた
取組を実施。（再掲）【文】 

・博士人材と民間企業との接続にあた
って民間企業、大学等が取り組むこと
が奨励されるような内容について、ガ
イドライン・手引き（仮）としてまと
めるために、両省合同での検討会を開
催。（再掲）【文、経】 

 
 
・引き続き、「官民による若手研究者発
掘支援事業」を実施し、若手研究者の
研究シーズの社会実装と高度人材の
創出、及び共同研究に参加する社員の
博士号取得を推進。（再掲）【経】 

・引き続き、事業者に対して研究開発税
制について周知。（再掲）【経】 

・若手研究者向け支援策の充実のため、
現行事業の見直しも含め検討。【文】 

〇博士号取得者の国家公務員や産業界
等における国内外の採用、職務、処遇
等の状況について、実態やニーズの調
査結果と好事例の横展開を 2021 年度
より行うとともに、今後の国家公務員
における博士号取得者の専門的知識
や研究経験を踏まえた待遇改善につ
いて検討を進め、早急に結論を得る。
【内閣人事局、人、科技、文、経、全
省庁】 

・各府省等における博士号取得者及び
修士号・専門職学位取得者の採用人数
調査を実施し、2023 年９月に公表。 

 
 
・「博士人材の社会における活躍促進に
向けたタスクフォース」を開催、「博士
人材活躍プラン～博士をとろう～」を
取りまとめ。「博士人材の産業界への
入職経路の多様化に関する勉強会」
で、博士人材と民間企業との接続に係
る課題の抽出と取り組むべき方向性
の論点等を整理。 

・国家公務員の博士号取得者の活躍推
進に向けて採用者状況調査等を実施、
各府省等において職域やキャリアパ
スを検討。【内閣人事局、人、科技、文、
経、関係府省】 

・博士人材と民間企業との接続にあた
って民間企業、大学等が取り組むこと
が奨励されるような内容について、ガ
イドライン・手引き（仮）としてまと
めるために、両省合同での検討会を開
催。（再掲）【文、経】 

 

 
② 大学等において若手研究者が活躍できる環境の整備 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
○外部資金を活用した若手研究者への
ポスト提供、テニュアトラック制の活
用促進・基準の明確化を進める。また、
シニア研究者に対する年俸制やクロ
スアポイントメント制度の活用、外部
資金による任期付き雇用への転換の

・「国立大学法人等人事給与マネジメン
ト改革に関するガイドライン（追補
版）」を作成し、2021 年 12 月 21 日に
公表。 

 

・2021 年に「国立大学法人等人事給与
マネジメント改革に関するガイドラ
イン（追補版）」を公表したものの、引
き続き持続可能な研究体制の構築に
資する取組を実施。【文】 

 
121 大学における経営課題や解決策等について議論し、イノベーションの創出につながる好事例の水平展開、規制緩和等の検討、大学経営層の
育成を進めることを目的として 2019 年度に創設された、大学関係者、産業界及び政府によるフォーラム。 
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促進などを通じて、組織全体で若手研
究者のポストの確保と、若手の育成・
活躍促進を後押しし、持続可能な研究
体制を構築する取組を促進する。この
ため、2021 年度に、これらの取組の優
良事例等を盛り込んだ人事給与マネ
ジメント改革ガイドラインの追補版
を作成する。また、各大学が自らの戦
略に基づき、重点的に強化すべきと考
える学問分野の博士後期課程へ、より
多くの学生が進学できるような改革
が積極的に実施されるよう定員の再
配分（定員の振替、教育研究組織の改
組）等に取り組むことを促進する。
【文】 

・国立大学のミッション実現のため、意
欲的な組織整備を行いつつ、成果の社
会還元を展望するものについて、運営
費交付金による重点的な支援を実施。 

・「卓越研究員事業」において、優れた若
手研究者が安定かつ自立した研究環
境を得て、自主的・自立的な研究に専
念できるよう、研究者及び研究機関に
対し支援。 

・引き続き、国立大学のミッションの実
現の更なる加速のための教育研究組
織の改革を促進するための取組を支
援。【文】 

・若手研究者向け支援策の充実のため、
現行事業の見直しも含め検討。【文】 

〇2021 年度より、大学・国立研究開発
法人等において競争的研究費や企業
の共同研究費から、研究に携わる者の
人件費の支出を行うとともに、それに
よって、確保された財源から、組織の
マネジメントにより若手研究者の安
定的なポストの創出を行うことを促
進する。あわせて、優秀な研究者に世
界水準の待遇を実現すべく、外部資金
を獲得して給与水準を引き上げる仕
組み（混合給与）を 2021 年度より促
進する。【科技、文、関係省庁】 

・「国立大学法人等人事給与マネジメン
ト改革に関するガイドライン（追補
版）」を作成し、2021 年 12 月 21 日に
公表。 

・2024 年度国立大学法人運営費交付金
の配分において、雇用財源に外部資金
を活用することで標準を上回る高額
給与の支給を可能にする給与制度の
実施状況を反映。 

・「2021 年に国立大学法人等人事給与マ
ネジメント改革に関するガイドライ
ン（追補版）」を公表し、2024 年度標
準を上回る高額給与の支給を可能に
する給与制度の実施状況を反映した
ものの、引き続き若手研究者の安定的
なポストの創出を促進。【科技、文、関
係府省】 

〇ＵＲＡ等のマネジメント人材、エンジ
ニア（大学等におけるあらゆる分野の
研究をサポートする技術職員を含む）
といった高度な専門職人材等が一体
となったチーム型研究体制を構築す
べく、これらが魅力的な職となるよ
う、専門職としての質の担保と処遇の
改善に関する取組を 2021 年度中に実
施する。これにより、博士人材を含め
て、専門職人材の流動性、キャリアパ
スの充実を実現し、あわせて育成・確
保を行う。【文】 

・ＵＲＡ等の質保証事業を行う認定機
関の運営支援を実施、研究開発マネジ
メント人材の育成・確保に向け、2023
年 10 月に有識者会議を設置。 

・「国立大学法人等人事給与マネジメン
ト改革に関するガイドライン（追補
版）」を 2021 年 12 月 21 日に公表。
同ガイドラインで、研究支援人材の確
保や処遇改善に関する優良事例を公
表。 

 
・コアファシリティ構築支援プログラ
ムにおいて、技術職員の育成や活躍促
進に係る先行事例の創出を推進。 

・「研究設備・機器の共用推進に向けた
ガイドライン」のフォローアップ調査
を通じて、技術職員の処遇等に関する
実態把握を行い、研究設備・機器の共
用に関する貢献の可視化を推進。 

・研究開発マネジメント業務・人材の今
後の方向性について当該有識者会議
において議論を進め取りまとめる。
【文】 

・「国立大学法人等人事給与マネジメン
ト改革に関するガイドライン（追補
版）」の周知を通じて、研究支援人材
の確保や処遇の改善に関する優良事
例についての情報発信を引き続き実
施し、これらが魅力的な職となるよう
する。【文】 

・コアファシリティ構築支援プログラ
ムの取組や成果、「研究設備・機器の
共用推進に向けたガイドライン」のフ
ォローアップ調査結果等に基づき、先
行事例の展開や機関間連携の促進等
を通じて、全国の大学等における技術
職員の育成や活躍促進を推進。【文】 

〇博士課程修了者の雇用状況、処遇等の
追跡調査を基本計画期間中も定期的に
行うとともに、各大学においても、博
士課程修了者の就職・活躍状況を修了
後も継続して把握し、就職状況の詳細
をインターネット等で公表する。【科
技、文】 

・博士課程１年次在籍者に対し、経済状
況、キャリア意識等の調査を実施。 

 
・民間企業における博士課程修了者の
採用動向等の 2022 年度調査結果を
2023 年６月に公表。 

・ポストドクターの雇用状況、進路等の
2022 年度調査結果を 2024 年３月に
公表。 

・博士課程の前段階の修士課程修了予
定者に対する調査の事前検討を実施。 

・博士課程 1 年次在籍者の経済状況、キ
ャリア意識等の調査結果を 2024 年度
に公表予定。【文】 

・2023年度調査結果を 2024年６月に公
表予定、2024 年度調査を８月より実
施予定。【文】 

・次回のポストドクターの雇用状況、進
路等の調査を 2025 年度に実施予定。
【文】 

・修士課程修了予定者に対する調査を
2024 年度に実施予定。【文】 
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・博士課程修了者に対し、雇用状況、処
遇等の追跡調査を実施。 

・フランス等の博士人材追跡調査分析
を中心に日本との比較研究を実施中。 

・調査結果を分析し、2022 年度調査結
果を 2024 年度に公表予定。【文】 

・若手研究者のキャリアパスも含めた
実態の国際比較を実施予定。【文】 

 
③ 女性研究者の活躍促進 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
○学内保育施設の設置、働き方改革の推
進、産休期の研究者がいる場合におけ
るポスドクの追加雇用、管理職の業績
評価におけるダイバーシティへの配
慮に係る項目の設定等、男性・女性研
究者双方が育児・介護と研究を両立す
るための環境整備やサポート制度等
の充実を進める。その一環として、
2021 年度中に、若手研究者向け支援
事業の公募要領における年齢制限等
において、産前産後休業や育児休業の
期間を考慮する旨を明記する 122。ま
た、大学等において若手教員採用の際
の年齢制限についても同様の措置を
図るなど、産前産後休業や育児休業等
を取った研究者への配慮を促進する。
【子子、文、厚、経、関係府省】 

・「ダイバーシティ研究環境実現イニシ
アティブ」事業において、女性研究者
の研究力向上を通じたリーダーの育
成を一体的に推進する大学等の取組
を支援。 

・競争的研究費制度の関係府省申合せ
に基づき、ライフイベントに配慮する
取組、男女共同参画や男女の研究者が
共に働きやすい研究環境の整備に関
する取組の推進について 2023 年度か
ら順次適用しており、実施状況につい
てフォローアップを実施。 

・女性研究者の教授・准教授等の上位職
登用を積極的に支援するなど、支援の
更なる充実を図る。【文】 

 
 
・引き続き、ライフイベントに配慮する
取組、男女共同参画や男女の研究者が
共に働きやすい研究環境の整備に関
する取組の推進についてフォローア
ップ調査等を通じた進捗状況の確認
等、周知に取り組む。【科技、文、関係
府省】 

〇大学、公的研究機関において、「女性
の職業生活における活躍の推進に関
する法律」も活用し、各事業主が、各
分野における博士後期課程在籍者数
に占める女性割合（理学系 20％、工学
系 19％、農学系 36％、医・歯・薬学
系合わせて 31％、人文科学系 53％、
社会科学系 37％（2020 年度））や機関
の特性等に応じ、採用割合や指導的立
場への登用割合などについて、戦略的
な数値目標設定や公表等を行う。【男
女、文、関係府省】 

・2023 年に続き、第５次男女共同参画
基本計画の計画実行・監視専門調査会
において、重要な事項については審議
を実施。 

・第５次男女共同参画基本計画期間の
中間年である 2023 年は、全成果目標
の達成状況及び具体的な取組につい
てフォローアップ及び点検・評価を実
施。 

・引き続き、男女共同参画会議におい
て、重要な事項については毎年審議を
行う。【男女】 

〇国立大学における、女性研究者等多様
な人材による教員組織の構築に向け
た取組や女子生徒の理工系学部への
進学を促進する取組等を学長のマネ
ジメント実績として評価し、運営費交
付金の配分に反映する。また、私立大
学等経常費補助金において、女性研究
者をはじめ子育て世代の研究者を支
援することとしており、柔軟な勤務体
制の構築等、女性研究者への支援を行
う私立大学等の取組を支援する。【文】 

・国立大学での女性研究者等多様な人
材による教員組織の構築に向けた取
組や女子生徒の理工系学部への進学
を促進する取組等を評価し、運営費交
付金において重点的に支援を実施。 

・私立大学等経常費補助金において、女
性研究者を始め子育て世代の研究者
のための環境整備を促進するため、保
育支援体制の整備やライフサイクル
に対応した研究環境の整備を進める
大学を支援（2023 年度予算）。 

・女性研究者等多様な人材による教員
組織の構築の取組や女子生徒の理工
系学部への進学を促進する取組等も
含め、各国立大学のミッションの実
現・加速化に向けた取組を支援。【文】 

・引き続き、私立大学等経常費補助金に
おいて、女性研究者を始め子育て世代
の研究者のための環境整備を促進す
るため、保育支援体制の整備やライフ
サイクルに対応した研究環境の整備
を進める大学を支援。【文】 

 
122 例えば、創発的研究支援事業では、応募要件を原則、博士号取得後から 15 年以内としつつ、出産・育児により研究専念できない期間があ
った者については、博士号取得後 20 年以内としている。 
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〇中高生、保護者、教員等に対し理工系
の魅力を伝える活動や、理工系を中心
とした修士課程・博士課程学生の女性
割合を増加させるための活動におい
て、女性研究者のキャリアパスやロー
ルモデルの提示を推進する。女性の理
工系への進学を促進するため、2021
年度以降、更なる拡充を図る。【男女、
文】 

・女子中高生の理工系進学を促進する
とともに「特別研究員ＲＰＤ」事業に
おいて、出産・育児による研究中断後
の円滑に現場復帰、能力向上を支援。 

・2023 年７月、オンラインシンポジウ
ム「進路で人生どう変わる？理系で広
がる私の未来 2023」を実施。 

・ＳＴＥＭ Girls Ambassadors の講演派
遣を 18 箇所にて実施。 

・人口５万人未満の地域３箇所へ、ロー
ルモデルを派遣して出前授業を実施。 

 
・文部科学省ＨＰ（校長・教職員 学習
情報ポータル）へ啓発資料・動画・理
工系分野への進路選択の促進に向け
たロールモデル集を掲載、内閣府「理
工チャレンジ」ＨＰや内閣府男女共同
参画局ＳＮＳ等を用いて、普及に向け
た情報発信を実施。 

・「Society5.0 の実現に向けた教育・人材
育成に関する政策パッケージ」に基づ
き、理数系の学びに関するジェンダー
ギャップの解消に向けて、大学との連
携の下、女性が理系を選択しない要因
調査の制度設計、機運醸成に向けたシ
ンポジウムを実施。 

・競争的研究費制度の関係府省申合せ
に基づき、研究者や研究機関が研究活
動の成果を子供たちにアウトリーチ
活動する際にインセンティブ付与し
ていく取組を 2023 年度より適用、実
施状況のフォローアップを実施。 

・女子中高生の理系分野の進路選択促
進や、研究者がライフイベントと研究
を両立できる環境の整備、海外への家
族帯同支援の充実を図る。【文】 

・オンラインシンポジウム、ロールモデ
ルによる出前授業など、より多層的に
活動を実施。【男女、科技、文、経】 

・ＳＴＥＭ Girls Ambassadors の講演派
遣を実施。【男女】 

・2024 年度は、実施個所を増やし、人口
５万人未満の地域へロールモデルを
派遣して出前授業を実施。【男女】 

・文部科学省のＨＰ（校長・教職員 学
習情報ポータル）や、内閣府「理工チ
ャレンジ」ＨＰ、内閣府男女共同参画
局ＳＮＳ等を活用して、啓発資料や啓
発動画、ロールモデル集の更なる普及
に努める。【男女、文】 

 
・「Society 5.0 の実現に向けた教育・人
材育成に関する政策パッケージ」に基
づき、理数系の学びに関するジェンダ
ーギャップの解消に向けて、大学との
連携の下、女性が理系を選択しない要
因調査を 2024 年度及び 2026 年度に
実施する。【男女、科技、文、経】 

・引き続き、競争的研究費を獲得した研
究者や研究機関が研究成果を子供た
ちにアウトリーチ活動するインセン
ティブ付与していく取組を促進する
ため、フォローアップ調査等を通じた
進捗状況の確認など周知に取り組む。
【科技、文、関係府省】 

 
④ 基礎研究・学術研究の振興 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇学術研究による多様な知の創出・拡大
に向け、基盤的経費をはじめとした機
関の裁量で使用できる財源の確保・充
実を図るとともに、研究者のキャリア
に応じた独創的、挑戦的な研究課題を
支援する科学研究費助成事業（科研
費）について、若手研究者支援、新興・
融合研究や国際化の一層の推進、審査
区分の見直しなど制度改善を不断に
進めつつ、新規採択率 30％を目指し、
確保・充実を図る。【文】 

・国立大学法人運営費交付金について、
2024年度予算で１兆784億円を計上。 

・私立大学等経常費補助金を 2024 年度
予算で 2,978 億円を計上、メリハリあ
る資金配分を実施。特色を生かして改
革に取り組む大学等を重点的に支援。 

・研究者延べ４万人が参画する「基盤研
究(B)」基金化、「国際先導研究」の第
３回公募開始、「研究活動スタート支
援」の応募要件を緩和して未就学児の
養育期間の配慮期間への追加を実施。 

・引き続き、特色を生かして改革に取り
組む大学等を重点的に支援。【文】 

 
 
 
 
・１課題当たりの充足率の向上や研究
時間の確保、更なる国際化の推進等、
科研費の挑戦性・国際性を一層高める
制度改革について検討する。【文】 

〇戦略的創造研究推進事業 123について
は、2021 年度以降、若手への重点支
援と優れた研究者への切れ目ない支
援を推進するとともに、人文・社会科
学を含めた幅広い分野の研究者の結
集と融合により、ポストコロナ時代を
見据えた基礎研究を推進する。また、

・戦略的創造研究推進事業において、人
文・社会科学分野を含めた新興・融合
領域の開拓につながる戦略目標、研究
領域を設定・公募。2024 年度も新興・
融合研究を推進する戦略目標を設定。 

 

・引き続き、戦略的創造研究推進事業に
おいて、若手への重点支援と優れた研
究者への切れ目ない支援を推進し、新
興・融合領域の開拓につながる戦略目
標、研究領域を設定し、幅広い分野の
融合に資する基礎研究を推進。【文】 

 
123 国が定めた戦略目標の下、組織・分野の枠を越えた時限的な研究体制（ネットワーク型研究所）を構築し、イノベーションの源泉となる基
礎研究を戦略的に推進する事業。 
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新興・融合領域への挑戦、海外挑戦の
促進、国際共同研究の強化へ向け充
実・改善を行う。【文】 

・戦略的創造研究推進事業における
2024 年度の戦略目標の策定におい
て、精緻なエビデンスベースの分析を
活用しつつ、俯瞰的な視点を持つ有識
者の意見を取り入れ、効果的な策定プ
ロセスの改善に努めた。 

・引き続き、優れた成果につながる基礎
研究を推進すべく、これまで対象とし
てきた分野にとらわれない、分野横断
的な戦略目標の大くくり化を推進。
【文】 

〇若手研究者を中心とした、独立前後の
研究者に対し、自らの野心的な構想に
思い切って専念できる環境を長期的
に提供することで、短期的な成果主義
から脱却し、破壊的イノベーションを
もたらし得る成果の創出を目指す創
発的研究支援事業を着実に推進する
とともに、定常化も見据えた事業の充
実を図る。【文】 

・新たな事業運営体制を構築し、2023 年
８月に第４回の公募を開始。研究機関
の研究者支援の実施状況に応じた研
究環境改善支援について、取組状況の
審査を行っている。 

・創発的研究支援事業について、事業運
営方針の改善を継続、事業定常化を進
める。研究に専念できる環境の充実に
向け、研究環境改善のための所属機関
の取組状況について審査過程で得ら
れた情報をもとに、研究環境改善の好
事例を横展開し、所属機関と連携した
研究時間の確保を含めた研究環境改
善を進める。【文】 

〇大規模プロジェクトや競争的研究費
の評価に際し、研究において、当初想
定されていなかった成果やスピンア
ウトを創出していることや、挑戦的な
取組を継続していること等をより積
極的に評価する。その際、多様な視点
を入れる観点から、過度な負担になら
ない範囲で若手研究者が審査に参画
する仕組みも導入する。【文】 

・挑戦的な取組であるという趣旨のも
と課題が採択されている文部科学省
の未来社会創造事業においては、ステ
ージゲート評価を導入しつつ、研究開
発を推進。 

・引き続き、未来社会創造事業におい
て、ステージゲート評価等を実施し、
効果的に挑戦的な取組を推進。【文】 

〇世界の学術フロンティアを先導する
大型プロジェクトや先端的な大型施
設・設備等の整備・活用を推進する。
【文】 

・年次計画に基づき、「大規模学術フロ
ンティア促進事業」等の各事業の評
価・進捗管理を実施した。 

・学術研究の大型プロジェクトについ
て、「ロードマップ 2023」を 2023 年
12 月に策定・公表した。 

・3GeV 高輝度放射光施設 NanoTerasu
においては、2023 年 12 月に初めて放
射光を実験エリアに導くファースト
ビームを達成するなど、利用環境のＤ
Ｘも含め整備が順調に進捗。また、
2023 年 5 月に「特定先端大型研究施
設の共用の促進に関する法律の一部
を改正する法律」が成立し、2024 年 4
月の施行をもって NanoTerasu が特
定先端大型研究施設に加わった。 

・ＳＰｒｉｎｇ－８/ＳＡＣＬＡ・Ｊ－
ＰＡＲＣについて、2023 年度補正予
算により、老朽化対策のための装置等
の更新に着手。 

・ＳＰｒｉｎｇ－８/ＳＡＣＬＡについ
て、2021 年度補正予算において措置
されたＤＸ施策として、膨大なデータ
の取得・圧縮・伝達が可能となるデー
タセンターの利用者への本格提供を
開始。さらに、2023 年度からＳＰｒ
ｉｎｇ－８/ＳＡＣＬＡのリアルタイ
ム監視制御を試験的に実施し、施設変
調の早期検知の仕組みの構築を推進。 

・Ｊ－ＰＡＲＣについて、2022 年度補
正予算で措置されたＤＸ施策として、
検出器等の高度化、大容量ストレージ
の整備及びリアルタイムデータ処理
技術の構築を推進。  

・年次計画に基づく評価・進捗管理とと
もに、ロードマップ 2023 で示す優先
度も踏まえ、世界の学術フロンティア
を先導する大型プロジェクトを戦略
的・計画的に推進する。【文】 

 
・NanoTerasuについて、「特定先端大型
研究施設の共用の促進に関する法律」
に基づき、2024 年度から運用や利用
促進に必要な経費を着実に措置する
とともに、利用環境のＤＸを行うほ
か、ユーザーニーズに沿った共用ビー
ムラインの増設の在り方を検討。【文】 

 
 
 
・ＳＰｒｉｎｇ－８/ＳＡＣＬＡ・Ｊ－
ＰＡＲＣ等の量子ビーム施設につい
て、安全かつ安定した施設運営や計画
的な老朽化対策を実施。【文】 

・ＳＰｒｉｎｇ－８/ＳＡＣＬＡについ
て、データセンターの利用者への提供
を引き続き継続するとともに、リアル
タイム監視制御の構築を引き続き推
進。【文】 

 
 
 

 
・Ｊ－ＰＡＲＣのＤＸ施策に関して、検
出器等の高度化、大容量ストレージの
整備及びリアルタイムデータ処理技
術の構築を行い、本格的運用前のテス
トを開始。【文】 
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・Ｊ－ＰＡＲＣについて、2023 年度補
正予算で措置された磁石電源の更新
等において、データの自動収集・解析
を行う仕組みの構築を推進。 

・現行の約 100 倍の最高輝度を持つＳ
Ｐｒｉｎｇ-８-Ⅱの整備に向け、2023
年８月に、文部科学省内のタスクフォ
ースにて開発着手をする報告書を取
りまとめ。2024 年３月に、科学技術・
学術審議会量子ビーム利用推進小委
員会において報告書を取りまとめ、性
能及び開発期間等について方向性が
示された。 

・量子ビーム関連の利用者や産業界等、
Ｊ－ＰＡＲＣ中間評価報告書、科学技
術・学術審議会量子ビーム利用推進小
委員会におけるＳＰｒｉｎｇ-８-Ⅱ
に関する報告書において、量子ビーム
施設の横断的な窓口機能の必要性が
指摘されている。 

・将来の高性能加速器開発に資する要
素技術開発を実施。 

・文部科学省が、内閣府と合同で、将来
の高性能加速器に関する情報共有を
目的とする連絡会を開催。 

・Ｊ－ＰＡＲＣにおいてデータ収集用
の仕組みを導入した電磁石電源等の
整備を開始。【文】  

 
・ＳＰｒｉｎｇ-８-Ⅱに向けたプロトタ
イプ製作、技術実証等を進めるととも
に、新たな産業など新領域に不可欠
な、高解像かつ大量のデータの取得を
可能とする、ＳＰｒｉｎｇ-８-Ⅱの整
備に着手する。【文】 

 
 
 
・放射光、中性子、ミュオンビーム施設
といった量子ビーム施設の一元的な
窓口を設置し、産学の利用者ニーズに
応えることで先端的な大型施設の活
用を推進。【文】 

 
 
・文部科学省が、内閣府との連絡会を開
催し情報共有を行いつつ、将来の高性
能加速器開発に資する要素技術開発
を着実に推進する。【文】 

〇大学の研究ポテンシャルを最大限活
用し、効果的・効率的に共同利用・共
同研究を推進する共同利用・共同研究
拠点について、ネットワーク化を促進
するための制度改正 124 を踏まえ、国
立大学は、2022年度より始まる第４期
中期目標期間において、学術の発展や
研究の多様化に応じた柔軟な組織編
成を通じ、異分野融合や新分野の創
成、社会課題の解決等に資する活動を
推進する。【文】 

・2023 年度に創設した「学際領域展開
ハブ形成プログラム」について、８件
の取組を採択し、組織・分野の枠を超
えた新たな学際研究領域のネットワ
ーク形成を促進した。 

・「学際領域展開ハブ形成プログラム」
について、2024 年度も新規採択を行
い、新たな学際研究領域のネットワー
ク形成の取組を拡大する。【文】 

・国立大学の共同利用・共同研究拠点や
国際共同利用・共同研究拠点につい
て、2024 年度に、第４期中期目標期間
における中間評価を実施するととも
に、2025 年度からの新規認定に係る
公募を行うことで、新分野の創成を促
し共同利用・共同研究拠点の強化を図
る。【文】 

〇個々の大学等では運用が困難な大規
模施設・設備、データや貴重資料等を
全国の研究者に提供し、我が国の大学
の教育研究を支える大学共同利用機
関法人 125については、各大学共同利用
機関の教育研究活動の検証の結果を
踏まえ、2022年度から始まる第４期中
期目標期間に向けて、当該中期目標の
設定や組織の見直し等に反映するこ
とにより機能の強化を図る。【文】 

・各法人の枠を超えた研究力の向上及
び共同利用・共同研究活動の充実等に
向けた取組を推進するとともに、2023
年度に創設した「学際領域展開ハブ形
成プログラム」について 8 件を採択、
組織・分野の枠を超えた新たな学際研
究領域のネットワーク形成を促進し
た。 

・大学共同利用機関法人及び総合研究
大学院大学が共同運営する「大学共同
利用研究教育アライアンス」におい
て、法人の枠組みを超えた研究力の強
化及び人材育成の充実等を推進した。 

・第４期中期目標・中期計画に基づく各
法人の研究力の向上及び共同利用・共
同研究活動の充実等に向けた取組を
推進するとともに、「学際領域展開ハ
ブ形成プログラム」について、2024 年
度も新規採択を行い、新たな学際研究
領域のネットワーク形成の取組を拡
大する。【文】 

・「大学共同利用研究教育アライアン
ス」における、法人の枠組みを超えた
研究力の強化及び人材育成の充実等
を推進する。【文】 

 
124 2020 年 12 月 23 日付けで「共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程」（2015 年 7 月 31 日文部科学
省告示第百三十三号）を一部改正。 
125 人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情報・システム研究機構の４法人。 
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〇我が国の研究力を多角的に分析・評価
するため、researchmap126等を活用し
つつ効率的に研究者に関する多様な
情報を把握・解析する。さらに、海外
動向も踏まえ、従来の論文数や被引用
度といったものに加えて、イノベーシ
ョンの創出、新領域開拓、多様性への
貢献等、新たな指標の開発を 2022 年
中に行い、その高度化と継続的なモニ
タリングを実施する。【科技、文、経】 

・従来の論文数や被引用度等に加え、我
が国の研究力を多角的に分析・評価す
るための指標について、2022 年に開
発した「科学研究」・「研究環境」・「イ
ノベーション創造」の３種類の観点で
有識者を交えて検討した。 

・新たに検討・開発した指標群について
試行的な収集・分析を進め、今後は第
７期科学技術・イノベーション基本計
画への反映を検討する。【科技、文、
経】 

 
⑤ 国際共同研究・国際頭脳循環の推進 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇米国、ＥＵ等の高い科学技術水準の先
進国との間で、国際共同研究を行うと
ともに、インド、ケニア等の新興国及
び途上国とのＳＤＧｓを軸とした科
学技術協力を進め、中長期的な視野を
含めて、科学技術の発展、人材育成、
地球規模課題解決等に貢献する。【科
技、文、関係府省】 

・先端国際共同研究推進事業/プログラ
ム（ＡＳＰＩＲＥ）において、有識者
会議を経て、分野・領域及び対象国を
国主導で設定の上、公募を実施し、研
究を開始。 

 
・ＳＡＴＲＥＰＳにおいて、国際シンポ
ジウム等を開催し、研究成果の普及に
資するとともに、STI for SDGs を推進
する上で我が国の外交政策上重要な
小島嶼国を含めた新たな協力相手国
との国際共同研究を実施。 

・ＳＩＣＯＲＰにおいて、新興国との二
国間共同研究を支援しつつ、東南アジ
ア、アフリカ、欧州とのマルチの枠組
みにおける新規課題の公募を実施。 

・ＡＳＥＡＮ諸国との国際共同研究を推
進するため、ＪＳＴの先端国際共同研
究推進基金に日ＡＳＥＡＮ科学技術・
イノベーション協働連携事業（ＮＥＸ
ＵＳ）を計上し、相手国と公募内容等
を調整中。 

・ＡＳＰＩＲＥにおいて、長期的なネッ
トワーク構築のため、相手国との分
野・領域等の調整を継続的に実施し、
国際的に優れた研究成果創出に向け
た国際共同研究を戦略的・機動的に推
進。【文、科技】 

・ＳＡＴＲＥＰＳにおいて、研究成果の
社会実装をより一層進めるため、企業
とのマッチング強化、若手研究者の参
画を強化するための方策を検討。（再
掲）【文】 

 
・ＳＩＣＯＲＰにおいて、国際情勢を踏
まえた政策上重要である新興国や多
国間との共同研究を推進。（再掲）【文】 

 
・相手国のニーズなどの特性にも留意し
つつ、国際共同研究や学生・研究者交
流、若手人材の交流・育成等を通じて、
共通の課題の解決及び国際頭脳循環
の活性化を推進。（再掲）【文】 

〇我が国の学生や若手研究者等の海外
研さん・海外経験の機会の拡充、諸外
国からの優秀な研究者の招へい、外国
人研究者等の雇用促進に向けて、その
ための支援策と環境整備（ポストの国
際公募・採用方法の国際化、国際水準
の給与・待遇の措置、家族も含めた生
活支援、国際的な事務体制の整備、国
際的な研究拠点形成等）を含む科学技
術の国際展開に関する戦略を 2021 年
度までに策定し、順次施策に取り組
む。また、国際頭脳循環に関する実態
把握と課題の分析に基づく数値目標
を 2022 年度までに検討する。【科技、
文】 

・ＡＳＰＩＲＥにおいて、有識者会議を
経て、分野・領域及び対象国を国主導
で設定の上、公募を実施し、研究を開
始。 

 
 
 
 
 
 
 
・ＳＩＣＯＲＰにおいて、新たに新興国
との二国間共同研究を支援しつつ、東
南アジア、アフリカ、欧州とのマルチ
の枠組みにおける新規課題の公募を
実施。 

・ＳＡＴＲＥＰＳにおいて、新たに国際
シンポジウム等を開催し、研究成果の

・ＡＳＰＩＲＥにおいて、長期的なネッ
トワーク構築のため、相手国との分
野・領域等の調整を継続的に実施し、
国際的に優れた研究成果創出に向け
た国際共同研究を戦略的・機動的に推
進。（再掲）【文、科技】 

・ＡＳＰＩＲＥにおいて、長期的なネッ
トワーク構築のため、学部生を含む早
期からの交流を強化するとともに、継
続的な支援による次世代の優秀な研
究者の育成を推進。（再掲）【文、科技】 

・ＳＩＣＯＲＰにおいて、国際情勢を踏
まえた政策上重要である新興国や多
国間との共同研究を推進。（再掲）【文】 

 
 
・ＳＡＴＲＥＰＳにおいて、研究成果の
社会実装をより一層進めるため、企業

 
126 ＪＳＴが運営する日本の研究者総覧データベース。研究者が自身の経歴や研究業績等の情報を登録することで、研究者の情報発信、コミュ
ニケーション促進や、研究情報の一元管理、事務負担の軽減に資する。システムの研究開発を国立情報学研究所が実施。 
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普及に資するとともに、STI for SDGs
を推進する上で我が国の外交政策上
重要な小島嶼国を含めた新たな協力
相手国との国際共同研究を実施。 

・ＡＳＥＡＮ諸国との国際共同研究を推
進するため、ＪＳＴの先端国際共同研
究推進基金に日ＡＳＥＡＮ科学技術・
イノベーション協働連携事業（ＮＥＸ
ＵＳ）を計上し、相手国と公募内容等
を調整中。 

・我が国とＡＳＥＡＮ諸国の優秀な若手
研究者の交流や関係構築を図り、国際
頭脳循環の活性化及び次世代の優秀
な研究者の育成を推進するため、ＪＳ
Ｔの先端国際共同研究推進基金に日
ＡＳＥＡＮ科学技術・イノベーション
協働連携事業（ＮＥＸＵＳ）を計上し、
相手国と公募内容等について調整中。 

・科学技術・イノベーション分野での海
外の青少年招へいによる我が国との
交流・関係深化を 2014 年より継続・
推進し、事業開始からの累計で招へい
者約 4 万人（83 カ国・地域）を確保。 

・国際頭脳循環に関する実態把握と課題
の分析に基づく数値目標のための調
査やヒアリングを実施。 

・アジア・太平洋総合研究センターにお
いて、日韓ＡＩワークショップの開催
など、アジア・太平洋地域の相互理解
促進や科学技術協力加速のための基
盤整備として、調査研究、情報発信、
交流推進活動を実施。 

とのマッチング強化、若手研究者の参
画を強化するための方策を検討。（再
掲）【文】 

 
・相手国のニーズなどの特性にも留意し
つつ、国際共同研究や学生・研究者交
流、若手人材の交流・育成等を通じて、
共通の課題の解決及び国際頭脳循環
の活性化を推進。（再掲）【文】 

 
・優秀な人材の確保に向けて、相手国の
ニーズなどの特性にも留意しつつ、学
部生を含む早期からの若手人材の交
流・育成を推進。【文】 

 
 
 
 
・インド・アフリカとの交流を強化する
ため既存の取組に加えて、質の高い交
流のため、国内外の機関間の議論に基
づき交流テーマを決定し、継続的かつ
相補的な交流を推進。（再掲）【文】 

・引き続き、国際頭脳循環に関する実
態把握と課題の分析に基づく数値目
標を検討。【文】 

・引き続き、アジア・太平洋総合研究セ
ンター事業の活動を通じて、当該地域
における科学技術分野の連携・協力の
拡大・深化に資する基盤を整備。（再
掲）【文】 

〇海外の研究資金配分機関等との連携
を通じた国際共同研究や、魅力ある研
究拠点の形成、学生・研究者等の国際
交流、世界水準の待遇や研究環境の実
現、大学、研究機関、研究資金配分機
関等の国際化を戦略的に進め、我が国
が中核に位置付けられる国際研究ネ
ットワークを構築し、世界の優秀な人
材を引き付ける。（再掲）【 健 康 医
療、科技、総、文、厚、農、経】 

・ＡＳＥＡＮ諸国との国際共同研究を推
進するため、ＪＳＴの先端国際共同研
究推進基金に日ＡＳＥＡＮ科学技術・
イノベーション協働連携事業（ＮＥＸ
ＵＳ）を計上し、相手国と公募内容等
を調整。 

・ＡＳＰＩＲＥにおいて、有識者会議を
経て、分野・領域及び対象国を国主導
で設定の上、公募を実施し、研究を開
始。 

 
・我が国とＡＳＥＡＮ諸国の優秀な若手
研究者の交流や関係構築を図り、国際
頭脳循環の活性化及び次世代の優秀
な研究者育成の推進のため、ＪＳＴの
先端国際共同研究推進基金に日ＡＳ
ＥＡＮ科学技術・イノベーション協働
連携事業（ＮＥＸＵＳ）を計上し、公
募内容等を調整中。 

・科学技術・イノベーション分野での海
外の青少年招へいによる我が国との
交流・関係深化を 2014 年より継続・
推進し、事業開始からの累計で約４万
人（83 カ国・地域）を招へい。 

・アジア・太平洋総合研究センターにお
いて、日韓ＡＩワークショップの開催
など、アジア・太平洋地域の相互理解

・相手国のニーズなどの特性にも留意し
つつ、国際共同研究や学生・研究者交
流、若手人材の交流・育成等を通じて、
共通の課題の解決及び国際頭脳循環
の活性化を推進。（再掲）【文】 

 
・ＡＳＰＩＲＥにおいて、長期的なネッ
トワーク構築のため、学部生を含む早
期からの交流を強化するとともに、継
続的な支援による次世代の優秀な研
究者の育成を推進。（再掲）【文、科技】 

・優秀な人材の確保に向けて、相手国ニ
ーズなどの特性にも留意しつつ、学部
生を含む早期からの若手人材の交流・
育成を推進。【文】 

 
 
 
 
・インド・アフリカとの交流を強化する
ため既存の取組に加えて、質の高い交
流のため、国内外の機関間の議論に基
づき交流テーマを決定し、継続的かつ
相補的な交流を推進。（再掲）【文】 

・引き続き、アジア・太平洋総合研究セ
ンター事業の活動を通じて、科学技術
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促進や科学技術協力加速のための基
盤整備として、調査研究、情報発信、
交流推進活動を実施。 

・2023 年度公募以降、全ての科研費の種
目について、研究計画調書において海
外機関における研究歴を記載できる
ことを明確化、補助条件・交付条件の
一つとして研究成果の積極的な国際
発信を行うことを義務付けた。 

 
 
・戦略的創造研究推進事業において、

2023 年度にフランス国立研究機構 
（ＡＮＲ）との国際共同公募を実施。 
 
・ＷＰＩにおいて、国際頭脳循環の強化
および新たな基礎科学領域の創出の
ため、2023 年度に新規で１拠点を採
択。ノウハウの横展開や世界水準の待
遇・研究環境等の実現により、世界の
優秀な人材を惹きつける国際頭脳循
環のハブ拠点形成を推進。 

・「大学の国際化促進フォーラム」につい
て、19 のプロジェクトに加え、新たに
デジタル化・オンライン化した教育と
渡航留学活動を有機的に融合した次
世代型国際教育を実践するプロジェ
クトを設置。 

・研究資金配分機関において、審査プロ
セス等における海外研究者の参画や
海外ネットワークによる情報収集・共
有等、運営の国際化の取組を実施。 

 
・ＪＳＴにおいては、ＳＴＳフォーラム
年次総会のサイドイベントとして世
界各国、地域の研究資金配分機関の長
による会合（ＦＡＰＭ）を主催し、共
通する運営課題等を議論。 

・ＪＳＰＳにおいては、科研費の「国際
先導研究」について、海外レビュア等
による審査を実施。 

・米国等との事業に 13 件を採択、ＣＯ
ＩＬ、Virtual Exchange を活用しつつ、
国際的モビリティ支援を実施。 

・2023 年７月に国際連携教育課程制度
の改正関係法令を公布・施行。2023 年
８月に「国際共同学位プログラム構築
に関するガイドライン」を改定し、各
種説明会等での周知を実施。 

・「教育未来創造会議第二次提言」で掲げ
た目標の達成に向け、我が国の学生の
海外派遣の拡大、優秀な外国人留学生
の戦略的な受入れ及び留学生交流の
基盤となる大学の国際化を一体的に
推進。 

 
 
 
 

分野の連携・協力の拡大・深化に資す
る基盤を整備。【文】 

 
・科研費における研究の国際化をより強
力に推進するため、国際的にも高い波
及効果が見込まれる研究等を審査で
高く評価した上で研究費配分額を増
額する仕組みを検討するとともに、
「国際共同研究加速基金」の「基盤研
究」種目群への段階的な統合について
検討する。【文】 

・引き続き、戦略的創造研究推進事業等
の公募型研究事業において、共同公募
等の国際共同研究に係るファンディ
ング手法の導入を推進。【文】 

・ＷＰＩにおいて、国際頭脳循環のハブ
となる拠点形成の計画的・継続的な推
進やブランド力の強化等により、国内
外から若手研究者やトップレベル研
究者等を呼び込むことができる魅力
ある研究拠点と国際研究ネットワー
クを構築。【文】 

・「大学の国際化促進フォーラム」につい
て、引き続きプロジェクトの推進、会
員の拡大等に取り組む｡【文】 

 
 
 
・国際的な研究動向の取入れや国内の研
究の新陳代謝を促進するよう、研究イ
ンテグリティの確保等にも留意しつ
つ、研究資金配分機関の運営の国際化
を推進。【科技、文】 

・学術研究の国際性を一層高めるため、
ＪＳＰＳにおいて海外のＦＡとの連
携を強化。【文】 

 
 
 
 
 
・重点的にモビリティを拡大すべき国・
地域を中心に、大学間連携を促進し、
質を伴った留学生交流を支援。【文】 

・「教育未来創造会議第二次提言」で掲げ
た目標達成に向け、国際連携教育課程
制度の更なる推進のため、制度等の不
断の改善や好事例の横展開に繋がる
取組を行う。【文】 

・G７、ＡＳＥＡＮ、インド等の重点地
域との留学生交流の充実、日本人学生
の学位取得を中心とした中長期の海
外留学促進のため、継続的かつ持続可
能性のある支援検討・実施、諸外国の
留学情報の収集・分析に基づく優秀な
外国人留学生の戦略的なリクルーテ
ィング、国内定着の促進に取り組む。
国際共修のための体制構築や大学間
交流の強化等、グローバル人材育成に
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・ＲＤ20 について、タスクフォース等の
通年活動を継続するとともに、第５回
ＲＤ20 国際会議を開催。 

・「エネルギー・環境分野の中長期的課題
解決に資する新技術先導研究プログ
ラム」において、国際連携テーマを実
施。 

・米国、ドイツと国際共同研究を継続実
施。 

大学が継続的に取り組む環境整備を
行う。【文】 

・ＲＤ20 のタスクフォース等の通年活
動を継続するとともに、年次会合であ
るＲＤ20国際会議を開催。（再掲）【経】 

・引き続き、「エネルギー・環境分野の中
長期的課題解決に資する新技術先導
研究プログラム」において、国際連携
テーマを実施。（再掲）【経】 

・研究開発成果の国際標準化や実用化加
速、戦略的パートナーである国との国
際共同研究を着実に推進。【総】 

 
⑥ 研究時間の確保 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇ＵＲＡ等のマネジメント人材、エンジ
ニア（大学等におけるあらゆる分野の
研究をサポートする技術職員を含む）
といった高度な専門職人材等が一体
となったチーム型研究体制を構築す
べく、これらが魅力的な職となるよ
う、専門職としての質の担保と処遇の
改善に関する取組を 2021 年度中に実
施する。これにより、博士人材を含め
て、専門職人材の流動性、キャリアパ
スの充実を実現し、あわせて育成・確
保を行う。（再掲）【文】 

・ＵＲＡ等の質保証事業を行う認定機関
の運営支援、研究開発マネジメント人
材の育成・確保に向けた会議を設置。 

・「国立大学法人等人事給与マネジメン
ト改革に関するガイドライン（追補
版）」を作成し、2021 年 12 月 21 日に
公表。同ガイドライン（追補版）では、
研究支援人材の確保や処遇の改善に
関する優良事例を公表。 

 
・「コアファシリティ構築支援プログラ
ム」において、技術職員の育成や活躍
促進に係る先行事例の創出を推進。 

 
 
 
 
・「研究設備・機器の共用推進に向けたガ
イドライン」のフォローアップ調査を
通じて、技術職員の処遇等に関する実
態把握を行い、研究設備・機器の共用
に関する貢献の可視化を推進。 

・研究開発マネジメント業務・人材の今
後の方向性について有識者会議にお
いて議論を進め取りまとめる。【文】 

・「国立大学法人等人事給与マネジメン
ト改革に関するガイドライン（追補
版）」の周知を通じ研究支援人材の確
保や処遇の改善に関する優良事例に
ついての情報発信を実施。引き続き、
ＵＲＡ等のキャリアパスの充実と、育
成・確保の促進。【文】 

・「コアファシリティ構築支援プログラ
ム」の取組や成果、「研究設備・機器の
共用推進に向けたガイドライン」のフ
ォローアップ調査の結果等に基づき、
先行事例の展開や機関間連携の促進
等を通じて、全国の大学等における技
術職員の育成や活躍を促進。【文】 

・創発的研究支援事業において、研究に
専念できる環境の更なる充実に向け、
研究環境改善のための所属機関の取
組状況について審査の過程で得られ
た情報をもとに、研究環境改善に係る
仕組みの好事例を横展開しつつ、所属
機関と連携した研究時間の確保を含
めた研究環境改善を進める。【文】 

〇大学のスマートラボラトリ化や、研究
時間の確保に資する民間事業者のサ
ービスの普及、大学運営業務の効率化
に関する好事例の横展開、国立大学に
おける事務処理の簡素化、デジタル化
等を 2021 年度より促進する。【文】 

・研究時間の確保や研究環境の向上に資
する民間事業者のサービスについて、
認定制度を通してその普及を促進す
べく、利活用促進のための周知活動を
実施。また、2023 年度は公募及び認定
を実施。 

・引き続き、研究時間の確保や研究環境
の向上に資する民間事業者のサービ
スについて、認定制度を通してその普
及を促進するため、2024 年度に公募
を実施。【文】 

〇競争的研究費について、現場の意見を
踏まえつつ、各種事務手続に係るルー
ルの一本化、簡素化・デジタル化・迅
速化を図り、2021 年度から実施する。
【科技、文、関係府省】 

・「研究力強化・若手研究者支援総合パッ
ケージ」のフォローアップとして、研
究に専念できる時間確保の観点から、
競争的研究費等の申請・評価等に係る
事務作業の負担把握のため、2023 年
５月にアンケートを実施。 

・2023 年度に実施したアンケートで得
られた結果を取りまとめ、研究に専念
できる時間の確保に向けた取組につ
いて、検討する。【科技、文、関係府省】 
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⑦ 人文・社会科学の振興と総合知の創出 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 

○人文・社会科学分野の学術研究を支え
る大学の枠を超えた共同利用・共同研
究体制の強化・充実を図るとともに、
科研費等による内在的動機に基づく
人文・社会科学研究の推進により、多
層的・多角的な知の蓄積を図る。【文】 

・各法人の枠を超えた研究力の向上及
び共同利用・共同研究活動の充実等を
推進するとともに、2023 年度に「学
際領域展開ハブ形成プログラム」を創
設し、組織・分野の枠を超えた学際研
究領域のネットワーク形成を促進。 

・大学共同利用機関法人及び総合研究
大学院大学が共同運営する「大学共同
利用研究教育アライアンス」におい
て、法人の枠組みを超えた研究力の強
化及び人材育成の充実等を推進した。 

・2024 年度予算において、全ての分野
で基礎から応用までのあらゆる「学術
研究」を格段に発展させるための予算
を計上（2,377 億円（対前年度同額））。  

・各法人の研究力の向上及び共同利用・
共同研究活動の充実等に向けた取組
を推進するとともに、「学際領域展開
ハブ形成プログラム」について、新た
な学際研究領域のネットワーク形成
の取組を拡大する。【文】 

 
 
 
 
 
・科研費においては、引き続き、人文・
社会科学を含む全ての分野における
「学術研究」の助成を行う。【文】 

 
〇未来社会が直面するであろう諸問題
に関し、人文・社会科学系研究者が中
心となって研究課題に取り組む研究
支援の仕組みを 2021 年度中に創設し
推進する。その際、若手研究者の活躍
が促進されるような措置をあわせて
検討する。【文】 

・「課題設定による先導的人文学・社会
科学研究推進事業」において、人文・
社会科学系研究者が中心となって研
究課題に取り組む「学術知共創プログ
ラム」を実施し、人文・社会科学の知
見及び総合知の創出に貢献。公募要領
において、研究実施体制が年齢等に関
して多様性を持っているとともに、世
代間の協働等にも配慮して構築され
ているかも審査の観点として記載。 

・新たな研究テーマを採択する等、引き
続き、未来社会が直面するであろう諸
問題に関し、人文・社会科学系研究者
が中心となって研究課題に取り組む
「学術知共創プログラム」を推進。
【文】 

〇人文・社会科学の研究データの共有・
利活用を促進するデータプラットフ
ォームについて、2022 年度までに我
が国における人文・社会科学分野の研
究データを一元的に検索できるシス
テム等の基盤を整備するとともに、そ
れらの進捗等を踏まえた 2023 年度以
降の方向性を定め、その方針に基づき
人文・社会科学のデータプラットフォ
ームの更なる強化に取り組む。また、
研究データの管理・利活用機能など、
図書館のデジタル転換等を通じた支
援機能の強化を行うために、2022 年
度までに、その方向性を定める。【文】 

・「人文学・社会科学データインフラス
トラクチャー強化事業」において、中
核機関及び２拠点機関を選定し、デー
タ充実を図るなど、人文・社会科学分
野の総合データカタログを運用。 

・「『2030 デジタル・ライブラリー』推
進に関する検討会」を設置し、大学図
書館機能のデジタル化を前提とした
「デジタル・ライブラリー」の実現に
向け、それぞれの大学図書館が検討す
べき取組の方向性を具体化していく
ためロードマップを作成。また、「デ
ジタル・ライブラリー」の実現におけ
る課題の洗い出しに向けた調査を実
施。 

・中核機関・拠点機関において、人文・
社会科学分野の総合データカタログ
の運用推進、データ充実等により人社
データインフラを強化。【文】 

 
・「『2030 デジタル・ライブラリー』推
進に関する検討会」において、「デジ
タル・ライブラリー」の実現における
課題の洗い出しに向けた調査の結果
を踏まえ、優先的に取り組むべき課題
を整理。また、ロードマップの修正も
適宜検討。【文】 

〇「総合知」の創出・活用を促進するた
め、公募型の戦略研究の事業において
は、2021 年度から、人文・社会科学を
含めた「総合知」の活用を主眼とした
目標設定を積極的に検討し、研究を推
進する。また、「総合知」の創出の積極
的な推進に向けて、世界最先端の国際
的研究拠点において、高次の分野融合
による「総合知」の創出も構想の対象
に含むこととする。【科技、文】 

 

・戦略的創造研究推進事業において、人
文・社会科学分野を含め積極的な異分
野連携による「総合知」の活用につな
がる戦略目標、研究領域を設定し、
2022 年度から研究を実施。 

・未来社会創造事業において、経済・社
会的にインパクトある出口を見据え
て、チャレンジングな目標を設定し、
人文・社会系の研究者を巻き込みつ
つ、ＰＯＣを目指した研究開発を実
施。 

・ＳＩＰ第３期成果の社会実装にむけ
て、ワーキンググループにおいて総合
知の活用について、点検・整理を開始。 

・引き続き、戦略的創造研究推進事業に
おいて、人文・社会科学を含めた積極
的な異分野連携により「総合知」を効
果的に成果創出につなげられるよう
基礎研究を戦略的に推進。【文】 

・引き続き、未来社会創造事業におい
て、テーマに応じて人文・社会系の研
究者を巻き込みつつ「総合知」を効果
的に活用した研究プログラムを推進。
【文】 

 
・ＳＩＰ第３期等の公募型研究事業に
おいて、社会実装に向けて総合知の活
用の取組、効果等を検証。【科技】 
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〇関係省庁の政策課題を踏まえ、人文・
社会科学分野の研究者と行政官が政
策研究・分析を協働して行う取組を
2021 年度から更に強化する。また、
未来社会を見据え、人文・社会科学系
の研究者が、社会の様々なステークホ
ルダーとともに、総合知により取り組
むべき課題を共創する取組を支援す
る。こうした取組を通じて、社会の諸
問題解決に挑戦する人的ネットワー
クを強化する。【文】 

・人文・社会科学分野の研究者と行政官
が協働するプログラムを 2021 年度か
ら引き続き実施。 

・2022 年度まで実施した「人文学・社会
科学を軸とした学術知共創プロジェ
クト」の成果を踏まえ、科学技術・学
術審議会学術分科会人文学・社会科学
特別委員会において審議。 

・人文・社会科学分野の研究者と行政官
が協働するプログラムを 2024 年度も
継続。【文】 

・これまでの取組を検証し、今後の人
文・社会科学の推進方策に反映。【文】 

〇人文・社会科学の知と自然科学の知の
融合による人間や社会の総合的理解
と課題解決に貢献する「総合知」に関
して、基本的な考え方や、戦略的に推
進する方策について 2021 年度中に取
りまとめる。あわせて、人文・社会科
学や総合知に関連する指標について
2022 年度までに検討を行い、2023 年
度以降モニタリングを実施する。【科
技、文】 

・総合知を活用する場の構築を推進す
るため、ワークショップやシンポジウ
ムを開催するとともに、「総合知ポー
タルサイト」やＳＮＳで総合知の基本
的考え方や活用事例を社会に発信。
2022 年度に検討した総合知に関する
指標のモニタリングを実施。 

・ＳｃｉＲＥＸ事業「共進化実現プログ
ラム」内の「我が国の人文学・社会科
学の国際的な研究成果に関するモニ
タリング指標の調査分析」において、
国際ジャーナル論文に関する指標の
定量的把握や計量手法、分析手法等の
フィジビリティーの検討、調査・分析
を開始。 

 
 
 
 
 
・2023 年度のＮＩＳＴＥＰ定点調査に
おいて、異分野の協働の側面から「総
合知」の活用状況についての調査を実
施。 

・総合知に関するワークショップ等の
開催や活用事例等の発信について実
施。総合知に関する指標のモニタリン
グについて継続的に実施。（再掲）【科
技】 

 
 
・ＳｃｉＲＥＸ事業「共進化実現プログ
ラム」内の「我が国の人文学・社会科
学の国際的な研究成果に関するモニ
タリング指標の調査分析」において、
国際ジャーナル論文に関する指標の
定量的把握や計量手法、分析手法等の
検討、調査・分析を推進。【文】 

・「人文学・社会科学のＤＸ化に向けた
研究開発推進事業」において、書籍に
係る研究成果可視化の指標開発や社
会的インパクト等の指標に関する調
査・分析を行い、人文学・社会科学の
研究成果の総合的な把握を推進。【文】 

・ＮＩＳＴＥＰ定点調査で、異分野の協
働の側面から「総合知」の活用状況に
ついて調査を実施し、回答者の認識の
変化を分析する予定。【文】 

〇上述の「総合知」に関する方策も踏ま
え、社会のニーズに沿ったキャリアパ
スの開拓を進めつつ、大学院教育改革
を通じた人文・社会科学系の人材育成
の促進策を検討し、2022 年度までに、
その方向性を定める。【科技、文】 

・「人文科学・社会科学系における大学
院教育の振興方策について」を 2023
年 12 月に取りまとめ、公表した。 

 
・「人文・社会科学系ネットワーク型大
学院構築事業」において、2023 年度
に 5 件を採択。2024 年度予算におい
て、新規メニュー「国際連携型」に係
る経費を計上し、2024 年５月末まで
公募を実施。 

・大学院進学者の進路状況や標準修業
年限内に修了した学生の割合等、教育
情報の公表の促進を諮るための制度
改正を検討する。【科技、文】 

・引き続き、本事業の着実な実施等によ
り、人文科学・社会科学系大学院にお
ける大学院教育改革を推進。【文】 

 
⑧ 競争的研究費制度の一体的改革 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
○プロジェクト評価結果の共有、人的交
流、情報共有の場の設定等によるコミ
ュニケーションの活発化、研究者や研
究成果を推薦する仕組みの構築等の
研究資金配分機関間の連携強化に向
けた取組を 2021 年度より加速する。
【科技、文、経、関係府省】 

・ＪＳＴ支援の有望技術シーズの橋渡し
機能強化について、Ａ－ＳＴＥＰ事後
評価会にＮＥＤＯ職員が参加。 

・ＪＳＴ事業からＮＥＤＯ事業への応募
促進として、ＪＳＴ研究者向けにＮＥ
ＤＯ先導研究プログラムに係る情報
提供依頼（ＲＦＩ）等の説明会を実施。 

・経済産業省・文部科学省・ＮＥＤＯ・
ＪＳＴの実務担当者による情報共有
や連携方針を検討する会合を実施。 

・引き続き、ＮＥＤＯ・ＪＳＴ間の事業
間連携強化に向けた取組を実施する
とともに、実務者会合等でＪＳＴの成
果のＮＥＤＯ事業へのつなぎを促進
するための方策等を検討。【文、経】 
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・ＪＳＰＳとＪＳＴの間で 2021年 10月
以降、相互出向による人事交流を継
続。また、ＪＳＴの戦略的創造研究推
進事業において、新規研究領域調査や
研究総括候補の人選等を行うにあた
り、科研費の審査・評価システムに関
し助言等を行うＪＳＰＳ学術システ
ム研究センターの研究員へのヒアリ
ングを実施したほか、科研費の研究種
目のうち「特別推進研究」の各研究課
題の評価結果等を一般公開時期に先
駆けてＪＳＰＳから共有するなど、事
業の公募・選考前の段階から連携した
取組を強化。 

・引き続き、ＪＳＰＳの科研費とＪＳＴ
の戦略的創造研究推進事業について、
法人間の交流の仕組みを推進し、優れ
た基礎研究への支援を着実に実施。
【文】 

〇競争的研究費について、現場の意見を
踏まえつつ、各種事務手続に係るルー
ルの一本化、簡素化・デジタル化・迅
速化を図り、2021 年度から実施する。
（再掲）【科技、文、関係府省】 

・「研究力強化・若手研究者支援総合パッ
ケージ」のフォローアップとして、研
究に専念できる時間確保の観点から、
競争的研究費等の申請・評価等に係る
事務作業の負担把握のため、2023 年５
月のアンケート結果を取りまとめた。 

・2023 年度に実施したアンケートで得
られた結果を取りまとめ、研究に専念
できる時間の確保に向けた取組につ
いて、検討する。（再掲）【科技、文、
関係府省】 

〇競争的研究費における間接経費の扱
いについて、直接経費に対する割合等
を含めたルールの一本化、使途報告、
証拠書類の簡素化について検討を行
い、2022 年度から実施する。【科技、
文、関係省庁】 

・競争的研究費における間接経費の使途
として、研究機関の会計基準に基づく
減価償却資産の取替のための積立に
充当することを可能 127とするため、
2023 年度に関係府省申合せの改正を
行った。 

・競争的研究費における間接経費の扱い
について、直接経費に対する割合等を
含めたルールの一本化、使途報告、証
拠書類の簡素化を図るための取組を
関係府省申合せに基づき、引き続き実
施。【科技、文、関係府省】 

〇基礎研究力の強化に向けた、研究に対
する切れ目ない支援を実現するため
の取組を、具体的な実行プランに基づ
き、2021 年度より加速する。科研費や
戦略的創造研究推進事業に関しては、
若手支援充実に加え、実力ある中堅以
上の研究者が安定的かつ十分に研究
費を確保できるための取組（配分や審
査の見直し等）の強化、新興・融合研
究の促進等を図る。基礎研究の成果を
産業界へつなぐ事業に関しては、学術
的価値を評価する体制及び産業界と
のマッチング支援をはじめ研究フェ
ーズに応じた柔軟な支援体制の強化
を図る。【文】 

・ＪＳＰＳとＪＳＴの間で 2021年 10月
以降、相互出向による人事交流を継
続。また、ＪＳＴの戦略的創造研究推
進事業において、新規研究領域調査や
研究総括候補の人選等を行うにあた
り、科研費の審査・評価システムに関
し助言等を行うＪＳＰＳ学術システ
ム研究センターの研究員へのヒアリ
ングを実施したほか、科研費の研究種
目のうち「特別推進研究」の各研究課
題の評価結果等を一般公開時期に先
駆けてＪＳＰＳから共有するなど、事
業の公募・選考前の段階から連携した
取組を強化。 

・戦略的創造研究推進事業において、優
れた基礎研究成果をトップイノベー
ションにつなげられるよう、延長支援
のための経費を2024年度予算に計上。
優秀な若手研究者のキャリアアップ
やステップアップの機会確保のため
に、若手研究者向けプログラムの採択
課題件数を追加すべく、2024 年度予算
に必要経費を計上。 

・戦略的創造研究推進事業における
2024 年度の戦略目標の策定において、
エビデンスベースの分析を活用しつ
つ、俯瞰的な視点を持つ有識者の意見
を取り入れ、策定プロセスを改善。 

・若手・子育て世代の研究者を含む研究
者延べ４万人が参画する「基盤研究

・引き続き、ＪＳＰＳの科研費とＪＳＴ
の戦略的創造研究推進事業について、
法人間の交流の仕組みを推進し、優れ
た基礎研究への支援を着実に実施。
（再掲）【文】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
・引き続き、戦略的創造研究推進事業に
おいて、新興・融合領域の促進を図り
ながら、優秀な若手研究者から中堅以
上の研究者まで、バランスよく切れ目
ない支援を行うとともに、社会情勢や
国際情勢を踏まえて研究を推進。【文】 

 
 
 
・引き続き、優れた成果につながる基礎
研究を推進すべく、これまで対象とし
てきた分野にとらわれない、分野横断
的な戦略目標の大くくり化を推進。
【文】 

・１課題当たりの充足率の向上や研究時
間の確保、更なる国際化の推進等、科

 
127 独立行政法人における基金又は運営費交付金を財源とした競争的研究費制度に限る。 
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(B)」の基金化、「研究活動スタート支
援」の応募要件を緩和して未就学児の
養育期間を配慮期間に追加した。 

・大学の研究力向上に向けて、特に重要
となる研究環境・時間の確保につい
て、好事例の把握やその要因分析、現
状の可視化、優れた取組の横展開が必
要。加えて、大学の研究力強化のため
の取組への継続的・安定的な支援も必
要となっている。2023 年度は科学技
術・学術審議会大学研究力強化委員会
において議論を行った。 

研費の挑戦性・国際性を一層高める制
度改革について検討する。（再掲）【文】 

 
・大学の研究力向上に向けて、大学の研
究環境・マネジメント改革に係る取組
の現状把握や成功事例の要因分析、取
組の可視化を科学技術・学術審議会学
術分科会や大学研究力強化委員会等
での議論も踏まえ進めるとともに、大
学の研究力強化のための取組への支
援について検討を進める。【文】 

〇e-CSTI を活用した研究開発成果の見
える化・分析に加え、社会課題の解決
に向けた次の重点領域の特定・研究実
施という新たな政策サイクルの構築
に取り組む等、2021 年度中に重点領域
の設定を試行する。また、世界的な研
究開発の動向の変化も踏まえた検討
を可能とするため、定期的なフォロー
アップが可能な仕組みとして構築す
る。【科技、文、関係府省】 

・研究開発動向の分析ツールを開発。
2023 年度に実施した試行分析の結果
も踏まえ、同ツールを活用した重要科
学技術の俯瞰分析に着手。 

・俯瞰分析結果の次期基本計画への還元
も念頭に、ツールを活用した分析を引
き続き推進。（再掲）【科技、関係府省】 
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